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	 	 	 	 	 平成２６年度	 	 事	 業	 報	 告	 書	
 

２０１４ 年 ４ 月 １ 日から ２０１５ 年 ３ 月 ３１ 日まで 
 
 
   特定非営利活動法人 環境エネルギー政策研究所  
 
 １ 事業の成果 
 

311 以降、当研究所はいち早く「エネルギーシフト」を社会的に提言して、破綻した従来の原子

力・エネルギー政策に代わる未来志向の政策提言を行うとともに、地域での自然エネルギー事業の

支援を進めて参りました。気候変動への対応・原子力・エネルギー政策の大転換期にあたって、国

及び地方自治体における環境エネルギー政策を実効的な制度として導入を図ることに焦点を充てた

実践的・創造的な活動を行い、日本で最も注目を集める研究機関となりました。同時に地域主導型

の自然エネルギー・省エネルギー事業の支援を行い、多くの地域での実践を後押ししています。	

以上のとおり、当研究所は、原子力・自然エネルギー・エネルギー政策に関する最先端の知見と

実践をもとに持続可能なエネルギー政策の議論を先導し続けています。	
 
 ２ 事業の実施に関する事項 
 
  （１）特定非営利活動に係る事業 
  

事業名 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

受益対象者 
の範囲及び 
人 数 

支出額 
（千円） 

 

  
持続可能なエネルギー
政策の実現を目指した
調査研究・政策提案、地
域事業支援、国内外ネ
ットワーキング、普及啓
発、助成、その他、本会
の目的を達成するため
に必要な事業 
 

 
311 以降のエネル
ギーシフトに係る活
動、国の政策見直
し、地域の政策見直
しと実践の支援、国
内外の市民への啓
発 

 
年度を通じ
て実施 

 
当法人事務
所、その他東
京都内、秋田
県、長野県、
宝塚市、その
他国内外 

 
約 50 名 
 

 
東京都、秋田
県、長野県、
宝塚市、その
他国内外各
地の近隣住
民等、不特定
多数 

 
117,257 

千円 

 

 
  （２）その他の事業 

 
事業名 事 業 内 容 実 施 

日 時 
実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

支出額 
（千円） 

 

なし なし なし なし なし なし 

  
 


